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1.本 研究 の狙 い
(1)成 長的循環




プロセスを繰 り返 しなが ら成長するという視点か らすれば循環的成長 という
呼称を用いることになる。 これにたいして景気循環は当然の現象であるが,






もた らし,こ の価格上昇は,他 の条件にして等 しい限り,利 潤増大を意味す
る。 したがって価格上昇は企業にとっては供給を増加せよというシグナルと
考えられ,供 給の増加が計画されることになる。 ところが生産には,い わゆ
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る懐妊期間が必要であるから,価 格上昇に伴 う供給増大は,そ の懐妊期間を
経なければ実現 しない。 しか もその期間は価格は上昇 したままであるから,
利潤の増大を実現 しうるとの錯覚にもとづいて,そ れぞれの企業は生産→供
給の拡大をもくろみ続けるであろう。その結果,懐 妊期間を経て生産物が市
場に供給 されるようになっても,懐 妊期間中に計画 された供給が,次 々と実




がつづ くために,価 格は一層下がり,意 図的供給 もそれを反映 して大幅に減




体制により,そ の循環の巾を狭めることはできても,循 環そのものをな くす
ることはできないことがわかる。
このように考えてくると,わ れわれの経済=市 場経済において景気循環 は
当然の現象といわざるをえない。 これにたいして,経 済成長は,資 本,人 口,
技術諸要因にもとつ くものであり,特 に技術に関連 した,い わゆるイノベー
ションか ら発生するものである。 しか もこのイノベーション自体は恒常的存
在というよりもむしろ偶発的存在ともいうべきものである。そのような認識
にもとづいて,成 長 と循環の混在する現象は成長的循環 とよぶのが適当と考
えられ る。
(2)ミ ク ロとマ クロの総合
現代理論経済学の課題の一つは ミクロ理論 とマクロ理論の総合である。 こ
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れについては,ま ず第1に,サ ムエル ソンによる 「新古典派総合」があげ ら
れる。 これは,不 完全雇用時にはマクロ理論が有用であり,マ クロ経済政策
をとお して完全雇用が達成 されれば,資 源配分に関連するミクロ理論が有用
であるというものである。 しか し,こ れは一見 してわかるように,理 論的総
合ではなく,む しろ実践的総合 ともいうべきものであって,理 論経済学の課
題に答えるものではない。
次にワイントラウプ,デ ビドソン,ス モ レンスキイの流れにおいてみ られ





賃金率不変を前提にえがくならば,賃 金 と粗利潤から構成 される総供給曲線
は,雇 用の増加につれて,横 軸にたい して凸にならなければならないという
ことになるのである。
さらに,第3の 総合ともいうべきものは国民所得決定に関連 した総供給曲
線を,ミ クロの基礎において説明しようとするものである。 これには,さ ら
に価格受容者を前提にしたマッケナ,ル ーカスのアプローチと,価 格設定者
を前提にした ドーンブッシュ,フ ィッシャーのアプローチがある。前者は収
益逓減領域を前提に総供給曲線の右上 りを説明するものであり,後 者 はフィ
リップス曲線を前提に,雇 用→国民所得の増加につれて賃金が上昇すること
を仮定 し,賃 金コス ト・マークアップ原則により総供給曲線を設定するとい
う手法を通 して,右 上が りの総供給曲線を説明するものである。
第2,第3の 手法はいずれも理論的ではあ るが静態的なものである。 そこ
で,こ こでは成長的循環に関連 して,成 長 を ミクロ的基礎において取扱 い
(有効競争),マ クロ的景気循環理論にからませるという手法を通 して,ミ ク
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ロとマ クロの総 合を試 み るものであ る。
II.有 効 競 争
有効競争 とは経済成長に効果をもつ競争のことである。経済成長はマクロ
の概念であり,競 争 はミクロの概念である。
競争の対象は財であり,財 は一般に代替 ・補完 ・独立財に分類 される。そ
こで競争が問題 となる財は代替財にほかならない。 ところが,代 替財の場合
には一方の需要増加が他方の需要減少によって相殺(代 替)さ れる関係にあ
るから,マ クロの経済成長に貢献するという保証は,論 理的に皆無 といわな
ければならない。ただ しこの代替財が高級財のようなものであれば,代 替 し
た財の需要 は代替された財の需要を上まわり,経 済成長に貢献するかもしれ
ない。 こういう関係を除けば,競 争関係を通 して,経 済成長への貢献を問題
にすることは,そ れ自体,自 己矛盾 といわなければな らない。
そこで,こ こではノリスωの提唱する財概念 「補完的代替財」 というもの
を競争関係 に導入することを通 して,マ クロの経済成長への貢献を規定する
ことに しよう。
補完的代替財には次のような事例が考え られる。すなわち履物 に関 して,
運動靴,通 勤靴,雨 靴,さ らに登山の趣味があれば登山靴など。 これ らは靴
である限 り代替関係にある。 しか も,た とえば通勤靴について,2足 目を買








ビジネス ・スーツとカジュアル ウェア,ス ポーツウェア。 自転 車,オ ー トバ
イ,な らびに乗用車。 ラジオとテ レビな どな ど。
(1)有 効競争の条件
(a)主 体的条件:(イ)巨 大規模 の企業,(ロ)適 当な企業数
(b)競 争の対象 補完的代替財:ω 新製品,(ロ)生 産物分化
(c)情 報 タイム ・ラグを伴 って完全化
(d)参 入一 タイム ・ラグを伴 って 自由
② 有効競争の結果
(a)経 済成長 動態的結果
条件(a)(一r)巨大規模企業が,条 件(c),(d)情 報 ・参入 のタイム ・ラグに もと
づ いて条件(b)(一r新製品(補 完的代替財)を 開発 する。 そ こで利潤獲得 に成
功すれ ば,(c汐 イム ・ラグを伴 って競争者 に知 られ,(b(ロ)分 化 した生産物
を もって,㈲ 競争者 が参入す る。 その結果,産 業 の拡大→経済成長 を もた
らす ことになる。
(b)費 用法則 静態的結果
条件(a)(ロ)適当 な企業数 とは長期 的に超過利潤 を認 めない企業数 を意 味 し
ている。 これ ら企業 が,条 件(c汐 イム ・ラグを経 て完全情報 を手 に入 れ,
条件(b(ロ)生産物分化 を もって,(d)参 入 して くることによ って,そ の産業 に
は,け っきょく,費 用法則(2)が 実現す る ことになる③。
以上 の関係 を図示 すれば第1図 のよ うにな る。 ここでは補完 的代 替財 の生
産 と生産 物分化 によ って産 業の需要 曲線 はLか らD'に 移行 す る((a)図)。
それが マクロ的 に消費需要をCか らCノ ペ,ひ いて有効 需要(=C+1)をD
か らD'へ 移行 させ る。 したが って国民所 得はyか らか に増加 し,経 済 成 長





















(1)サ ム エ ル ソ ン ・ ピ ック ス の 流 れ
サムエルソンは乗数理論と加速度原理の総合により,景 気循環が自生的に
生ずることを証明 した。 ただし,そ こで示 したものは加速度因子の値を1と
すれば単調な循環の くり返しとなるのにたいして,1よ りも大(1.1な いし
は2)で あれば拡大的循環ないしは爆発的に拡張 し,1よ りも小(0.5な いし.
は0.1)で あれば縮小的循環ないしは単純に収束 してしまうというものであっ
た。それにたいして ピックスは,加 速度因子を1よ りも大と仮定したうえで,
景気の上限は完全雇用天井であり,下 限は,加 速度原理の非対称性により,
マイナスの乗数効果だけによって規定されるものと仮定 している。 しか も独
立投資の成長を所与 として導入 し,い わば成長的循環を説明するものである。
(2)カ ル ドア ・カ レツキイの流れ
ピックスのモデルでは現実 に関連 して問題が生ずる0す なわち好景気か ら









るか ら,る が更新投資を超えれば資本ス トックが増加 し,投 資水準を減少 さ
せることになる。反対にるが更新投資よ りも小 さければ資本 ス トックは減
少 し,投 資水準は上昇することになる。第2図 はS=s(Y),す なわち国民
所得の増加関数としての貯蓄を示 している(Sgは 減価償却分ないしは資本減
耗引当をふ くむものであるが,以 下においては省略 してc4と してあらわす)。
第3図 は資本ス トックを所与としたさいの投資曲線を示 している(こ こでも
19を省略 して1と してあらわす)。 この曲線がS字 型を示 しているのは次の
ような理由にもとづいている。すなわち国民所得が低い水準(不 況)に おい
ては遊休設備が多 く,国 民所得=国 民生産物が増加 しても,遊 休設備を利用
できるために,投 資はさほど増加 しないのである。ところがある程度国民所
得が増加すると遊休設備 もなくなり,投 資の必要性が高まることになるか ら
∫曲線 は険しいなりゆきを示すようになる。 さらに,一 層高い国民所得 のも









るのである。 さらに,今 度 は高い国民








減退するならば,独 立投資の存在が,投 資水準の一層の引下げを阻止す るこ
とになる。以上のような関係にもとづいてS字 型投資曲線が示 されるので
ある。第4図 は資本ス トックの減少関数としての投資を右下が りの曲線 とし
て表示 したものである。
第5図(b)の1曲 線は,国 民所得を(a)図 〃1で所与 と したさいに,投
資1が 資本 ストックKの 減少関数であることを示 した ものであ る。(a)図
の1,曲 線は,資 本ス トックを(b)図 のk,で 所与 としたさいの投資曲線 を
示 したものとする。同様にして,(a)図 のZ2曲 線は,資 本ス トックを(b)














様 な関係 を示 した ものであ る。S,1
それゆえ,国 民所得 と資本 ス トック
の関数 と して の投 資1=2(Y,K)は1,
ち
(a)図 に,そ れぞれ1,,12,1曲 線 と しI
Rて表示 され ている
。ノの下添字が1,2.
3と なるに したが って資本 ス トックが
増加 して い・・とにつ いて は既 ・明 らoガ 吻y
かであ る。第2図 と第5図(a)を 一 第6図
っの座標系 に書 き加え るな らば,第6図 のよ うにな る。 こ こでh曲 線 は更
新投資 の水準 を示,して いる。 この第6図 にお いて,1>Sで あれ ば,1=S
にいたるまで一気 に国民所得 は増大 し,1<sで あれば1=Sに いた る まで
一気 に減少す ることを念頭 において検討 す るこ とに しよ う。 まず1,曲 線上
のα点か ら出発す る。 ここで は1>Sで あ るか ら国民 所得 は1=Sに 即応
したt点 にいたる。 ここで は1>Rな ので,資 本 ス トックが増 大 し,投 資
水準 は1に 下 降す る。 そ こでc点 にお いて は1〈Sな ので1=Sに 即 応 し
たa点 にいた る。 ここで も1>Rと いう関係 にあ るので,投 資 は ム曲 線上
のE点 に下 が り,け っき ょくf点 にいた る。 この点 は右 にたい して は安 定 し
て いるが,左 にたい しては不安定 であ る。現実 に はア点を こえ るか もしれ な
い。 あるいは偶然 にt点 にいた った とす れば,こ の投 資水 準 にR以 上 な の
で,投 資 ス トックが増 加 し,そ の結果投資水準 は下が ることになる。 ここで
はそれをえが いて はいないので,近 似的 に,そ れ を る曲線 で あ らわ して お
く。 そこで このf点 は一気 にg点 に移行す る ことになる。 とす ると,今 度 は
1〈Rと いう関係 になるか ら,資 本 ズ トックは減少 し,投 資 水準が上昇する。
そ こで/曲 線上 のy点 に移行 する こと にな るが,こ こでは1>Sで あ るの
で,1=Sに そ くす るi点 に一気 に移行す る。 ここで も1<Rで あ るの で,








て安定 してい るが右 にたい して不安定 である。 そ して現実 には このブ点 を こ
えるか,あ るいはその点にいた った として も,こ こで は1〈hで あ るの で,
ここにえが いてはいないが投資水準が上昇 す る。 これ を近似 的 に ろ曲線 で
示 せば,国 民所得 は一気 に,1=sに そ くす るb点 にいたる。 このよ うに し
て か と〃'の あいだの振動,す なわち景気循環 を生 ずる ことにな る。 しか も
図か らわか るように,ガ 〈 鋳 とい う関係 にあ り,完 全雇用国民所 得 防 水 準
にいた るまえ に,景 気 は反転 しうるのであ る。 こうい う点か らすれば,こ の
KKモ デルは ピックスモデル より も一層現実性 を もった もの といえるの であ
る。
他方,こ のモデルは ピックスモデルにおいてみ られた成長要因 を欠 いてお
り,そ の点一歩後退 ともいうべ きものとなる。
(3)KKモ デルの修正
KKモ デルで は∫<hな い しは1>Rで あ れば,資 本 ス トックの減少 関
数 としての投資曲線が上下に移動 す ると仮 定 したが,こ こで はこの関係 をさ
らに仔 細に検討 してみ よう。 た とえば第7図 の9点 において1=sで 短期 均
衡 が成 り立 っていると しよう。 この9点 にお いて は1〈Rで ある。 そ の さ













それを表示 している),投 資曲線の上方移動を もた らすのではな く,1曲 線
の勾配を険 しく変形するにすぎないであろう。 そこで,時 間が経ち,遊 休設
備が減少するに したがって,右 へ進む投資曲線は1→1'→1"に 変形 し,そ
の1"曲 線がこのg点 でS曲 線 と接するようになる。そこではじめて資本 ス
トックの減少関数としての投資曲線は上昇することになる。ここでは投資曲
線の連続的移行を仮定 し,こ の上昇 した投資曲線を,近 似的にプ'曲線のま
まで示すことにしよう。 その結果1>Sと いう関係にもとづいてg点 からの
移行を生 じ,1=Sに 即応 した点にいたることになる。
同様なことは第8図 のt点 についても,そ れ相応に妥 当 している。 この
点では1>Rで あるが,投 資曲線は下へ移行 しなくて,投 資曲線の変形 が
みられるようになる。すなわち惰性投資の続 くかぎり(1曲 線が緩やかであ
ることがそれを示 している),1曲 線は下へ移行す ることなく,そ の1曲 線 の
左へ進む勾配が険 しくなるだけである。やがて惰性投資がほとんどなくなる
と,1曲 線は左へ向って1"曲 線に変形 し,S曲 線と接するようになる。ここ
ではじめて資本ス トックの減少関係 としての投資曲線の下方移行が生ずるこ
とになる。 ここでも投資曲線の連続的移行を仮定 し,こ の移行 した投資曲線




以上 の関係 を一括 して図示 した もの
が,第9図 で あ る。 まずa点 か ら出
発 しよ う。 この α点で は左 下 が りの1
曲線 とS曲 線 が交 じわ り,短 期 均 衡
が み られ る。 こ こで は1<Rと い う







す るが,遊 休設備の存在す る限 り,投 第9図
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資水準は上昇 しない。やがて遊休設備の減少にしたがって,右 へ進む1曲 線
の勾配 は険 しくな り,右 矢印にそ くした勾配に変形 し,Q点 でS曲 線に接す
ることになる。そこで,資 本 ス トックの減少関数としての投資曲線の上昇が
みられる(こ こではその上昇 した投資曲線をえがかず,近 似的に1曲 線 で読
み代えることにする)。そうすると1>∫ という関係 になるので,1=Sに
即応 した δ点にいたる。この点では短期均衡が成立する。 しか もここでは
1>Rと いう関係がみ られるので資本ス トックが増加する。だが惰性投資の
続 く限 り投資曲線 は下へ移行 しないで,左 へ進む投資曲線の変形をもたらす
のみである。やがてその勾配が険 しくなり,矢 印にそくした勾配をもっ こと
により,そ のt点 で,∫ 曲線 はS曲 線に接することになる。そこではじあて
資本ス トックの減少関数としての投資曲線の下方移行がみられることになる
(ここではその下降 した投資曲線をえがいていないので,近 似的に,左 矢印
にそくした1曲 線で読み代えることにする)。 そ うすると,1<Sと いう関
係になるので,一 気に1=cに 即応 した α点に移行す る。 このようにして






移行を意味 している。第10図 はこの関係を示 し,ま た,第1表 は具体的 に
日米の貯蓄性向の減少傾向を示 したものである。そこで,第11図 における














第1表 貯 蓄 率(%)
Y
1975 '85 '88
日 本 22.8 16.0 14.8
米 国 9.2 4.4 4.2
(出所)日 本経済新聞,1990,2.22)
(ロ)中 期循環 と長 期趨 勢の結合
第12図 の国民所得 ン1の もとで は,C曲 線 にそ くして,消 費 は α1点 で示
され る水準 にあ る。 不況のため,国 民所 得がy;に 減少 した さい に,消 費 は
消費慣行な どの ため に,C曲 線 に沿 って減少す るので はな く,そ れ よ りも緩













C曲 線 と平行 なC'曲 線 に沿 って,消 費 はa3に いた る……。 以下 同様である。
以上 の よ うに して,国 民所得が増 加す るさいには,右 上 が りの消費曲線C
と同 じ勾配 で消費 は増 加 し,国 民所 得が減少 す るさいには,よ り緩 やかな勾
配 を もつ左下 が りの消費曲線 にそ く して消費 は減少 す る。 これを 「歯止 め効
果」(RatchetEffect)と よぶ(5)(第13図)。 そ こでY-C=Sに 対応 して,
貯蓄 曲線 をえが くな らば第13図 のS曲 線の よ うな成 り行 きを示す。
(a)単 調 な循環
第14図 において1は 不況時 の投 資,Tは 好況 時 の投資 を示 す もの と しよ
う。
不況 を出発点 とすれば,eに 対応 して 写1で あ る。 次 に好況 に な るな らば
θ2に 対応 して ン2に な る。 さらに不 況 になれ ばe,に か え って国民 所得 は 〃1,
さ らに好況 になれば,再 びe.に かえ って 〃2に な る……。以下 同様 で あ る。
この関係を,横 軸 に時間 をと り,縦 軸 に国民所得 をとる座標系 にえが けば第
15図 のよ うになる。
(b)成 長的循環
第14図 に長期趨勢 的貯蓄 曲線 の移行 と循環的貯蓄 曲線 の変形 を導 入 して
国民所 得の変動 を示せ ば,第16図 の よ うにな る。 まずs,=1を 示すe;点

































水準 にあ るのでs=1'を 示 すe点 に対応 して国 民所 得 は 〃1に な る。 次 い
で,不 況 にな り,投 資水準 が ノにもどると しよう。 消費の歯 止め効果 を反映
して,貯 蓄曲線 はS'に な り,国 民所 得 はs'=1に 対 応 して 所 に な る。 さ
らに好況 になれば,投 資 は1'水 準 にな り,S;=1'に 対応 してμ2になる……。
以上 の関係 を横軸 に時間,縦 軸 に国民所得 を示す座標 系で示 せ ば第17図 の
よ うになる。景気 の谷%<〃1<弱,景 気 の山 〃且く 〃2… … とな り,ま さに
成長 的循環 を示す ものであ る。
(2)修 正 されたKKモ デルとの結合による精緻化
以上 は,不 連続 的ない しは比較静学 的投 資変化 に関連 させて成長 的循環 を
説 明 したのであ る。 そ こで,こ こで は修正 されたKKモ デル に関 連 させ て,
成長的循環 を検 討 して み よ う。 第18図 が これ を示 した もの であ る。 まず
S,=1を 示すe'cに 対応 してyo(景 気 の谷),次 にs1=1を 示すeに 対応 し
てy(景 気 の山),さ らにS;=1を 示 すe'に 対 応 して 〃1(景 気 の谷),
SZ=1を 示 すe2に 対応 して 〃2(景 気の山),Sl=1を 示すe'に 対 応 して 〃1
(景 気 の谷)… …。
以上 の関係を,横 軸 に時間,縦 軸 に国 民所 得 を示 す座 標 系 にえ が けば第
19図 の ようになる。 こ こで景気 の谷 につ いて は拓 く 拓 く 〃1,と い う関係 に
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あ り,景 気 の山についてはy〈 写2と い う関係 にあ ることが明白で あ る。 こ
れこそ成長的循環 を示 す もので ある。
〈注 〉
(1)R.T.Norris,TheTheoryofConsumer'sDemand,p.134.
(2)費 用 法則 の 「費 用」 は生 産 費 の ほか に広 告 費 を加 え た もの で あ る。
(3)G.J.Stigler,TheKinkyoligopolyDemandandRigidprice,Readings
inpriceTheory,p.413.
(4)詳 細 は拙 著 「競 争 ・独 占 の経 済 学 」 第8章 第2節 第2項 を参 照 さ れ た い。
(5)こ の 効果 の ミク ロ的基 礎 に つ い て は,拙 著 「上 掲 書 」 第8章 第2節 第2項C
価格 引 下 げ の 効 果 を 参照 され た い。
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